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Ⅰ．はじめに
1．研究背景
スポーツ活動については既に、一部のエリート
アスリートだけのものではなく、誰もが楽しめる
ものであるべきという潮流にあり、同時にまた、
年齢を問わずスポーツに参加する生涯スポーツと
いう意識も広まってきているといえる（総理府：
2000、山口：2004）。このことは障害がある人た
ちにとっても同様で、たとえ障害の特性により競
技面で一定の制約があったり、ルールの習得に制
限があるような人たちがスポーツを楽しむ、ある
いは、年齢に関わらずいつまでもスポーツ活動に
参加するということが特別なものではなくなって
きていると考えられる。
わが国における障害者スポーツの歴史は、東京
オリンピックとともに開催されたパラリンピック
（1964年）が一つの起点でもあるといわれ、これ
を機にそれまでリハビリテーションを主な目的と
して行なわれていた障害者の身体活動に競技性を
持たせたスポーツという考え方が取り入れられる
ようになった。その後、財団法人日本身体障害者
スポーツ協会の発足（1965年）、身体障害者スポ
ーツ大会（現全国障害者スポーツ大会）の開催、
国内で開催された長野冬季パラリンピック（1998
年）での日本選手団の活躍もあり、障害者のスポ
ーツ活動は広がりをみせるとともに市民権を獲得
してきている（総理府：1997、内閣府：2007）。
また近年では、「完全参加と平等」という基本
テーマを掲げた 1981年の国際障害者年やそれに
続く「国連・障害者の 10年（1983年-1992年）」
を契機に、わが国でも障害者福祉を進展させるた
めの諸施策が次々と示されてきた。例えば、「障
害者プラン、ノーマライゼーション 7ヵ年戦略
（1995年）」や「アジア太平洋障害者の 10年（1993
年-2002年）」「障害者基本法（1993年）」などに
より障害者の生活や社会参加に具体的に関係する
制度政策の整備が進められてきている。特に、障
害者基本計画（2002年）では、障害者スポーツ
をより促進させることを目的に、障害者の利用し
やすい施設・設備の整備の促進及び指導員等の確
保、全国障害者スポーツ大会の充実、民間団体等
が行う各種のスポーツ関連行事を積極的な支援、
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日本障害者スポーツ協会を中心とした障害者スポ
ーツの振興、普及が遅れている精神障害者のスポ
ーツの振興に取り組むといった目標が掲げられ、
より一層の障害者スポーツの推進が示されている
（内閣府：2002、2003、2007）。
ところで、障害者のスポーツ活動を展開、継続
していく上では、多くのスタッフの存在が欠かせ
ない。指導・コーチングや審判、競技役員のほか、
スポーツ活動に必要な環境を整備、維持するため
のマネジメント的な支援も不可欠である。ただ、
その多くは専門的、職業的に関わっているのでは
なく、非営利のいわば「ボランティア」という形
で支援、あるいはスタッフを配置していることが
多く（高橋：2001、松尾：2002、仲澤：2002）、
その背景には、障害者のスポーツ活動や競技会で
は商業的利益はほとんど得られないという現実が
影響していると考えられる。必然的に、障害者ス
ポーツの領域では「非営利」「無報酬」「ボランテ
ィア」といった形での関わりや支援が求められる
ことになる。
このボランティアについては、近年わが国でも
関心が高まっており多くの人たちが身近な、そし
て興味のある分野でのボランティア活動に参加し
ている（経済企画庁：2000、全社協：2006）。「ボ
ランティア元年」と称された 1995年の阪神・淡
路大震災では、延べ 100万人を越える人がボラン
ティアとして様々な形で被災地を支援する活動を
行なっており、この後の「特定非営利活動促進法
（NPO法、1998年）」「社会福祉法（2000年）」施
行などを経て、実際にボランティア活動に参加す
る人は増加してきている（経済企画庁：2000、全
国社会福祉協議会・全国ボランティア活動振興セ
ンターの報告：2006）。活動の形態としては個人
で参加するよりも何らかの団体（組織）に所属し
ながらボランティア活動に参加している人が多く
をしめ、また、活動分野については、障害のある
人たちや高齢者への福祉サービス提供に関連した
ボランティア活動や、まちづくりに関連した活動
に参加する人たちの割合が比較的高いことが示
されている（全社協：2002、山内：2004、桜井：
2007）。
併せて、ボランティア活動への参加や関心の高
まりとともに近年ではボランティアコーディネー
ト、あるいはボランティアマネジメントといった
考え方も示されてきている。ボランティアコーデ
ィネートやボランティアマネジメントについて
は、名称こそ違うが本質的にはどちらもボランテ
ィアに参加する多くの人たちやボランティア団
体・組織、あるいは要支援者に何らかの働きか
けを行うものだとされている。例えば、ボラン
ティアコーディネーターについて全社協（1999、
2000）では、「側面的な支援を行うものとしつつ
も、ボランティアが十分な力を発揮するために相
談、広報、啓発活動、ボランティア教育、活動先
の開発、グループ・組織の支援を行なう専門職」
としている。一方のボランティアマネジメントに
ついては、「望まれる結果を得るために組織の資
源を最大限に効果的に使い、ボランティア及びボ
ランティアプログラムが効果的に活かされる運営
にする（筒井：1998）」、「マネジメントを行い明
確な組織目標を打ち出し、それを構成員に共有さ
せ、やる気を促す仕組み、モチベーションをつく
ることが重要（田尾他：2004）」、とその役割と機
能に触れている。いずれにしてもボランティア活
動をより効果的なものにするために期待され、実
際に全国でボランティアセンターの設置とともに
ボランティアコーディネーターの配置もすすんで
きている（全国社会福祉協議会・全国ボランティ
ア活動振興センター：2006）。
2．研究目的とこれまでの知見
これら背景を鑑み、本研究ではボランティア活
動をより意義のあるものとするためにボランティ
アマネジメントやコーディネートを構成するもの
の一つであるボランティア活動参加者の意識に着
目し分析を行う。具体的には、同一組織において
継続的にボランティア活動に参加している人を対
象に、活動に対する意識の特徴と活動経験（期間）
との関係を明らかにし、今後ボランティアコーデ
ィネートやボランティアマネジメントに貢献でき
る検討材料の一つを得ることを目的とする。
これまでのボランティア活動と意識との関係に
関する研究では、特に活動への参加の動機につい
て検討したものが多く見られる。例えば、Fitch
（1987）は利他的、利己的、社会的義務という 3
つの動機を示している他、桜井（2002）も 3つの
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動機群を示し、複数動機アプローチによるボラン
ティアの動機分析が近年の潮流だとしている。同
時に桜井（2002）は、複数動機アプローチに関す
る研究として Clary（1998）らの VFI（volunteer 
functions inventory）モデルの 6つのボランティア
参加動機を挙げつつ、それまでの国内の動機分析
について 10の類型に整理している。また、これ
とは対照的にボランティア活動に参加したことに
よる燃え尽き感に着目したもの（松本：1999、田
引：2005）や、活動に対する意識と活動経験と
の関係について検討したいくつかの報告がみられ
る。Winniford（1991）は、ボランティアサーク
ルの同一対象者に、参加の動機と継続活動への意
識の調査を行ない動機の変容に関する分析をまと
めている他、川元（2000）では、ボランティア活
動に対する意欲について、活動直後に加え一定期
間をおいた前後にも着目し肯定的に変容する要因
分析を行ない、青山ら（2000）は、老人福祉施設
での介護ボランティアを対象に調査から活動経験
に則した支援の必要性を示している。
本研究では、これらボランティア活動への参加
動機に関する分析や、活動経験による意識の変容
といった先行研究を視野に入れつつ、特にボラン
ティアの担う部分が多いとされるスポーツ領域で
のボランティアに焦点を当て分析を行なう。スポ
ーツ分野で活動するボランティアについては、「ス
ポーツボランティア」とも称され、明確な定義は
確認できないが SSF（2006）によると「報酬を目
的としないで自分の労力、技術、時間を提供して、
地域社会や個人、団体のスポーツ推進のために行
なう活動を意味する」とされている。これまでの
スポーツボランティアに関する研究では、参加動
機に関する研究で松岡ら（2002）や松本（1999、
2004）が動機を構成する要素を示し、加えて田引
（2008）は、スポーツボランティアの参加動機と
活動経験に特徴があるとして意識変容の可能性を
示唆している。
これらをふまえ、本研究では障害者スポーツに
関するボランティア参加者の、活動に対する意識
の特徴と活動経験（期間）との関係に焦点を当て
分析を試みる。
Ⅱ．研究方法
1．調査対象
本研究では、障害者スポーツに関連するボラン
ティア活動に参加した者の意識の特徴と活動経
験（期間）との関係を把握するために、調査票を
用いた量的な意識調査を行なう。ボランティア活
動に対する意識の特徴と活動経験（期間）との関
係に着目して分析を行なう本研究では、特に、継
続的で、かつ、多数のスポーツボランティアが関
わっている障害者スポーツ組織を選定し調査対象
とした。具体的には、知的発達障害者に対するス
ポーツ活動を日常的、継続的に支援している「ス
ペシャルオリンピックス」組織を対象とし、2006
年 11月に、知的発達障害者のスポーツ大会であ
る「第 4回スペシャルオリンピックス日本・夏季
ナショナルゲーム・熊本」に参加したボランティ
アを対象とした。調査対象は、全国から知的発達
障害のある選手（アスリート 1））を大会に引率し
た各都道府県選手団のコーチボランティア（以
下、コーチボランティア）と、熊本県内各所で大
会の運営全体を支援した現地のボランティア（以
下、大会ボランティア）の 2群で構成されている。
コーチボランティアについては全数である 560人
に、また、大会ボランティアについてはほぼ全数
にあたる 1000人に同内容の無記名調査票を、大
会期間中に大会実行委員会を通じて配布し、郵送
法により回収した。回収期間は、大会終了直後か
ら 11月 24までで、最終的に得られた回答は 373
（回収率 23.9％）であった。
回答者の基本的属性は表 1に示したとおりであ
る。性別は男性が 197人（52.8％）、女性が 139
人（37.3％）であった。また、これまでのスペシ
ャルオリンピックス（以下、SO）でのボランテ
ィア活動経験については、「活動経験なし」が 93
人（24.9％）、活動経験初期にあたる「1年未満」
が 35人（9.4％）、活動経験「1年～4年」が 139
人（37.3％）、「4年以上」が 106人（28.4％）で
あった。なお、表には示してないが回答者の職業
は、会社員 134人（35.9％）、団体職員 18人（4.8
％）、公務員 32人（8.6％）、自営業 28人（7.5％）、
主婦 19人（5.1％）、学生 26人（7.0％）、アルバ
イト 25人（6.7％）、無職 30人（8.0％）、その他
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25人（6.7％）であった。
なお、本研究で分析を行なう障害者スポーツ活
動とは、前述の通り今回調査を行なった知的発達
障害者にスポーツ活動を支援している「スペシャ
ルオリンピックス」組織での活動を対象とする。
また、ボランティアにおいては本来、自発的な行
動ではあるものの、教育活動の中でのボランティ
ア参加や、企業などでの組織単位での参加といっ
たものもあり、近年その活動の形態も様々になっ
ており（田尾他：2004）、加えて、全国社会福祉
協議会ボランティア活動振興センターと総務省で
は、その調査において「ボランティア」の捉え
方に違いがみられることも示されている（桜井：
2007）が、ここでのボランティアとは参加の形態
に関わらず、調査対象とした障害者スポーツ大会
に「ボランティア」という形で携わった全てのス
タッフをボランティアとして扱うものとする。
2．調査票項目
障害者スポーツに関わるボランティア参加者の
活動に対する意識の特徴を測定するためには適切
な測定項目と尺度を用いる必要があるが、障害者
スポーツボランティアに参加したことによる心的
影響や意識の特徴に関する尺度は確認できていな
い。そのため本研究では、ボランティアの参加
動機に関連するこれまでの先行研究（Cnaan and 
Goldberg-Glen：1991, Clary：1998, 松岡他：2002、
松本：1999、2004）を参考にしつつ、あらかじめ
行なった予備調査の結果をもとに最終的に 20の
質問項目を作成した。予備調査は、2006年 6月
から 8月にかけて障害者スポーツに携わるボラン
ティア参加者 9名を対象に、本研究で対象とする
知的発達障害者のスポーツ活動に関係のある項目
について半構造化面接により行なった。本調査で
の 20の質問項目にはそれぞれ、「非常にあてはま
る（5点）」「まああてはまる（4点）」「どちらと
もいえない（3点）」「あまりあてはまらない（2点）」
「まったくあてはまらない（1点）」の 5段階尺度
により得点を与え分析に用いた。この他、これま
でのボランティア活動経験の有無、あるいは活動
経験期間といった質問項目に加え、年齢、性別、
職業といった個人的属性項目に関する質問を設定
した。
3．分析方法
はじめ障害者スポーツを支えるボランティア参
加者の、活動に対する意識の特徴を把握するため
今回設定した質問群の因子分析を行なった（因子
負荷量 0.40以上）。その上で抽出された各因子ご
とに下位尺度得点を算出し、これまでのボランテ
表 1　回答者の基本属性
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ィア活動経験の有無、および活動期間との関係性
について多重比較を用いた分析を行なった。
Ⅲ．結果
1．障害者スポーツに関するボランティア活動参
加者の意識の特徴
はじめ障害者スポーツを支えるボランティア参
加者の、活動に対する意識について因子分析を
用いてその特徴の把握を試みた。ボランティア
活動からの心的影響に関する 20項目について、
Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度は 0.799
であった。また、Bartlettの球面性検定では（p＜
.01）で有意性が確認できたため、設定した 20項
目については因子分析を行っても適当だと判断し
た。
障害者スポーツに関するボランティア参加者の
意識に関する質問項目の因子分析では、固有値ス
クリープロットから 4因子が妥当だと判断し、主
因子法（バリマックス回転）を行なった。その
際、十分な因子負荷量を示さなかった 4項目を除
外し、再度主因子法（バリマックス回転）により
因子解を求めた（表 2）。共通性については全て
の項目で問題ない値が得られ、4因子の累積寄与
率は 49.074％であった。各因子の負荷量について
は表 2に示すとおりである。
抽出した 4つの因子について、第 1因子では 4
つの項目で構成され「自分自身が成長した」「友
人・知人が増えた」「社会参加に対する意義や意
欲が増した」などボランティア活動を通して前向
きな心的特長が確認できることから「成長の実感」
因子と命名した。第 2因子については、「ボラン
表 2　障害者スポーツボランティア参加者の意識の特徴の因子分析結果
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ティア同士の関係が大変」「費用などの自己負担
が大きい」「活動（ジョブ）役割をこなすのが大
変」といった、ボランティア活動に対する役割責
任や活動内容に対する大変さを表していることか
ら「役割・負担感」因子と解釈した。第 3因子は
「活動に貢献できた」「自分の知識や経験がいかせ
た」「自分の新しい能力を発見できた」という項
目で構成されていることから「達成・充実感」と
いう因子名称とした。第 4因子は「思ったほど活
動（ジョブ）がない」「活動（ジョブ）が単調で
つまらない」「自分がどの程度役立ったかわから
ない」というように、実際のボランティア活動が
当初思っていたほどの内容ではなかったと感じて
いると考えられるため「思惑違い」因子とした。
また、Cronbachのα係数により尺度の信頼性
について検討した結果、第 1因子の「成長の実感」
でα＝.716、第 2因子の「役割・負担感」でα＝
.734、第 3因子の「達成・充実感」でα＝.773、
第 4因子の「思惑違い」でα＝.713といずれも十
分な値を示していることからここでの結果は妥当
なものだと判断できる。併せて、抽出された各因
子群で高い負荷量を示した項目の平均値を下位尺
度得点として算出し因子相関を確認したところ、
「成長の実感」因子と「達成・充実感」で正の相
関がみられ、逆に「成長の実感」因子と「思惑違
い」因子、および、「達成・充実感」と「思惑違
い」では負の関係が確認できた。この他、「役割・
負担感」因子と「達成・充実感」因子でもゆるや
かな相関がみられた（表 3）。
2．ボランティア活動に関する因子と活動経験と
の関係
続いて、抽出されたボランティア活動に対する
心的特徴を示す 4つの因子と、ボランティア活動
経験との関係性についての検討を行った。意識の
特徴については概して、ボランティア経験なしの
群と長期間ボランティア経験のある群との間にお
いて有意な差が確認できた。
因子についてはこれまで抽出された各因子群に
ついて、高い負荷量を示した項目の平均値を下位
尺度得点として算出し分析に用いた。一方のボラ
ンティア活動の経験については本研究の調査を行
ったスペシャルオリンピックス活動（以下 SO）
へのボランティア参加経験年数を対象とした。今
回の調査でボランティア活動期間の平均値が 4.08
年であったためこれをもとに SOボランティア活
動経験を、①これまで全く SOボランティアに参
加したことがない群、②活動初期にあたる活動経
験 1年未満の群、③ 1年から 4年の群、④活動期
間 4年以上の群、の 4群に分け一元配置分散分析
および有意確立 5％水準の Tukey　HSD法による
多重比較を用いて分析を行った。
分散分析の結果第 1因子の「成長の実感」（F
（3,364）＝4.355,p＜ .01）、第 2因子の「役割・負
担感」（F（3,360）＝13.411,p＜ .001）、第 3因子の「達
成・充実感」（F（3,364）＝11.399,p＜ .001）、第 4
因子の「思惑違い」（F（3,363）＝15.806,p＜ .001）
において有意な結果が得られた。
また、多重比較では動機因子の「成長の実感」
について、SOボランティア経験なしの群と経験
1-4年の群とで有意差が見られ、ボランティア経
験が長い群の方が活動を通した成長を実感して
いる傾向が高いことが確認できた（図 1）。また、
ボランティア活動に対して何らかの役割感や負担
感といったものは、ボランティア活動経験のない
群と活動経験がある群との間で差があることが確
認できた（図 2）。同様に「達成・充実感」因子
においては、ボランティア経験なしの群と、活動
表 3　ボランティア活動参加者の意識の特徴因子の下位尺度間相関と平均、ＳＤ、信頼性係数
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経験期間 0.1年-1年、1年から 4年の群、及び 4
年以上の群との間で有意差があり、経験なしの群
よりも活動経験がある群の方がボランティア活動
への「達成・充実感」について高い値を示してい
た（図 3）。さらにボランティア活動に対する当
初のイメージと実際の活動がかい離していること
を示す「思惑違い」因子については、ボランティ
ア経験なしの群、及び 0.1-1年の群が高い傾向に
あることが確認できた（図 4）。
Ⅳ．考察とまとめ
1．障害者スポーツボランティアへの参加動機の
特徴とボランティア活動経験との関係
本研究では、はじめ障害者スポーツボランティ
アに参加する意識の特徴を把握するために因子分
析を行ない、「成長の実感」「役割・負担感」「達
成・充実感」「思惑違い」という 4つの因子を抽
出した。さらに抽出された各因子とボランティア
活動経験との関係性を確認した結果、4つの因子
全てにおいて活動経験による有意な差が確認でき
た。「成長の実感」因子についてはボランティア
経験がない群に比べて活動経験 1-4年の群が高
い値を示しており、ボランティア活動への長期間
の参加をとおして自分自身の内的な成長が得られ
たことを実感していることが伺えた。同様に、「達
成・充実感」因子でもボランティア活動経験なし
の群よりも活動経験がある全ての群（0.1-1年、
1-4年、および 4年以上）が高く有意な関係にあ
ることが明らかとなった。一方で、「役割・負担感」
因子においても、ボランティア活動経験なしの群
よりも活動経験がある全ての群（0.1-1年、1-4年、
および 4年以上）で高い値であることが確認でき
た。これらを合わせて考えると、障害者スポーツ
ボランティアへの活動参加者の意識の特徴は、活
動を通した自己の成長感や充実感といったものが
活動期間を経て認識され、これと同時に、長期参
加者は活動に対する役割・負担感も感じているこ
とが伺える。松岡ら（2002）は、スポーツボラン
ティアの動機について、仕事を積み重ねるにつれ
て意識の変化があるとしているが、本研究でも活
動期間によりボランティア参加者の活動に対する
意識に特徴があることが確認できた。併せて、桜
井（2007）はボランティアの活動継続に影響を与
える要因として①個人的要因、②参加動機要因、
③状況への態度要因があり、3番目の状況への態
度要因が唯一、ボランティアを受け入れる組織・
団体側で操作できるものだとしている。これらの
ことから、ボランティアを単に一時的な人的資源
として扱うのではなく、活動期間や段階に応じた
関わり方や活動内容の工夫により参加者の継続性
は高まる可能性があると考えられる。このボラン
ティア参加者の継続性は、多くの人たちが無償の
図 1　「成長の実感」因子と活動経験の多重比較結果
図 2　「役割・負担感」因子と活動経験の多重比較結果
図 3　「達成・充実感」因子と活動経験の多重比較結果
図 4　「思惑違い」因子と活動経験の多重比較結果
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ボランティアという形で関わり、また、指導者が
不足している（高橋 2001）といわれる障害者ス
ポーツの場面においては、安定的に活動を支援す
るボランティアスタッフやコーチの確保、あるい
はコーチング技術の蓄積、専門的なマネジメント
手法の構築につながり、結果的に障害当事者のス
ポーツ活動の質や成果、あるいは継続性に影響を
与えるものと推察される。
2．まとめと今後の課題
障害者スポーツに関するボランティア参加者の
意識について、本研究では因子分析を用いてその
特徴を抽出し、さらに意識の特徴と活動経験との
関係についても分析を行なってきた。その結果、
スポーツボランティア活動への意識と活動経験に
は一定の関係があることが確認できたが、ここで
の結果を一般化する上での限界と今後の課題に触
れておく。
まず、本研究の結果から長期間のボランティア
活動経験者に意識の特徴があることが確認できた
が、一方で成長感や充実感を得ることができない
ために、あるいは参加したボランティア組織の理
念的な部分が自己のテーマ・関心と合わなかった
人たちがいることも考えられる。その結果、ボラ
ンティア組織を退会、あるいは活動を停止してし
まい回答を得られなかった人たちの存在は否定で
きない。これに関連しては、桜井（2002）はボラ
ンティア活動をはじめるきっかけともなる参加者
募集の段階においてはその組織や活動がボランテ
ィアへ与える魅力は何であるかをアピールすべき
だとしている他、仲澤（2002）は国内関連スポー
ツ団体への調査からスポーツボランティアの課題
の一つとして、「スポーツ組織の使命のボランテ
ィアへの広報」という課題を挙げている。しかし
障害者スポーツに関するボランティア参加者を対
象とした今回の調査では参加に際しての、あるい
は長期間の活動継続においてどのような情報をど
の程度知り得たのか、組織の理念や使命をどの程
度理解しているのか調査票では質問していないた
め確認できていない。
また、本研究で作成したスポーツボランティア
への意識に関する質問票では、回答者の中に例え
ば、職業的、あるいは専門的にスポーツに関係す
るものの存在や、これまでのスポーツ経験や成績、
他のスポーツクラブ、スポーツチームへの所属の
有無についても確認しておらず、これらのこと
が、今回の調査結果に影響を与えたことは否定で
きない。加えて、今回確認した充実感や負担感と
いった因子が最終的に何によって規定されている
のか、たとえば障害当事者や家族との関係性、組
織内でのボランティアマネジメントの存在、ある
いは研修や資格といったような、本研究で分析に
用いた活動期間だけではなく別の要因があったこ
とも考えられる。今後はこれらの課題、及び適切
な質問項目と尺度を用いることを視野に入れつつ
研究をすすめていく必要がある。
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1  知的障害者のスポーツ活動を支援しているスペシャル
オリンピックスでは，この組織内でスポーツ活動に参
加する知的障害者を「アスリート」と呼んでいる。
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